
事例内容・タイトル

出典

地方公共団体金融機構

団体名

事例区分 行政改革 タグ

事例種類

・（行政改革）業務の効率化
・新たな政策手法の確立・活用
・組織改革

福島県

民間委託

総合的な偽装請負対策（民間活用・委託）

地方公共団体における行政改革の取組（平成２９年３月３０日公表）

団体の属性 都道府県
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★適正な民間委託の推進②（導入後：運用段階）

〈福島県の取組事例：総合的な偽装請負対策〉
【取組】
・ 平成22年１月から庶務業務の集中処理を開始。発生源入力された情報は、庶務システムを通して集中処理機関に送達さ
れ、集中処理機関及び受託者により処理される。

・ 集中処理機関の人員構成は、正規職員４８名、再任用職員３名、臨時職員１名（平成29年３月１日現在）。受託者は、委託
契約の範囲内で、服務、給与、旅費、福利厚生等の処理を行う。

・ 偽装請負に対し「①委託業務範囲の明確化」、「②職員向け周知及び勉強会の実施」、「③物理的な使用スペースの区分」
の３点から対策を講じている。問題は発生していない。

【①委託業務範囲の明確化】
委託仕様書中、「委託業務一覧

表」や「業務フロー図」で、委託業務
の範囲や内容について詳細を明確
化。

【②職員向け周知及び勉強会の実施】
人事異動時期に、業務委託の留意

点について文書による周知を実施。ま
た、年度中に、業務委託の留意点に
関する勉強会を開催。

【③物理的な使用スペースの区分】
発注者と受託者の間にロッカー（書庫）

を設置するなどし、使用スペースを区分。

・使用スペース区分のイメージ図

○ 民間委託の推進に向けては、「偽装請負」の指摘を受ける恐れがあるとの懸念が多数。
⇒ 総合的な偽装請負対策を講じることにより、これらの指摘を受けない体制づくりが必要。
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